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1.早急なエネルギー転換の必要性
と合理性



今、起きていること（続き）

・熱波、干ばつ、COVID-19、戦争、穀物輸出制限

（26カ国が禁止）、化学肥料輸出制限（禁止）、穀

物・化学肥料価格高騰　　　

・過去2年で世界の食料不足人口は2倍（1億3500万

から2億7600万」（グテーレス国連事務総長 2022）

・東部アフリカ３ヵ国では48秒に一人が飢餓で死亡

（Oxfam and Save the Children 2022）

• 今、起きているのは飢餓と大量の気候変動難民の発生
4
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気候変動難民の数
（国内避難）

2008年以降

 毎年2150万人
出典は国連難民高等弁務官事務所 UNHCR

（2021）で、元データは国内難民モニタリング

センターIDMC
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IDMCの最新データによると気象災害避難者
は3000万人

7https://www.internal-displacement.org/global-report/grid2021/index.html



観測された影響及び予測されるリスク

約33〜36億人が気候変動に対

して非常に脆弱な状況下で生活

している（確信度が高い）
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出典：IPCC AR6 WG2 SPM
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出典：Climate Action Tracker | 日本の1.5°Cベンチマーク～2030年温暖化対策目標改定への示唆～
https://climateactiontracker.org/documents/849/2021_03_CAT_1.5C-consistent_benchmarks_Japan_NDC-Translation.pdf 

日本の今の目標（2030年に2013年
比で46％削減）は、1.5℃目標に全く
整合していない



石炭火力転換ランキング
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13 Apr. 2022

https://www.e3g.org/news/e3g-coal-transition-progress-tracker-oecd-eu-countries/



世界の再エネ電力割合
（1990-2020）

11出典：英国石油統計（2021）から作成



今のままでは、日本は2030年46％
削減（2013年比）も達成できない
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• 2030年46％削減（2013年比）に整合する第6次

エネルギー基本計画では石炭火力の割合は19％。

• しかし、政府機関である電力広域的運営推進機関

（OCCTO）の「2022年度供給計画の取りまとめ」

によれば、2031年度の電源構成は石炭火力の割合

は32%（Japan Beyond Coal 2022）

• 政府は、（現状を客観的に鑑みると）すでに2030

年目標を（すら）放棄している
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2. GX実行会議の背景および温室効

果ガス排出削減策としての原発の

非合理性



GX実行会議での岸田首相発言（8/24）

• 背景には、EUタクソノミー、韓国の政権交代、戦争、
ドイツの状況、電力需給バランス問題、3年間国政
選挙なしなど。米インフラ抑制法成立もあるかも

• 短期の話と中長期の話が混合（メディアも問題）

• ミスリーディングな「次世代革新炉」→革新軽水炉
は欧州で建設中の第三世代プラスで次世代（第四世
代）ではない。小型モジュール炉も昔からある技術

• 官邸と永田町・霞ヶ関の原発推進派の判断だろうけ
ど、まあ、火事場泥棒的

• 関連予算確保や業界維持などには重要
14



原発新設発電コストと太陽光や風力
の新設発電コストとの価格差は数倍

• 米投資会社Lazard：3～8倍（Lazard 2020）

• Bloomberg（世界の24,000以上のプロジェクト

の実際のコストを追跡調査）：5〜13倍（BNEF 

2020）

• 米エネルギー情報局：2倍（EIA 2022）

米国の先進型軽水炉新設・補助金なしの場合
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• 原発に投資すると、同じお金を再エネに投資した場合
に比べてCO2排出削減量は数分の1で、かつ、その排
出削減は10数年後に実現

• すなわち、原発は温暖化対策を遅らせる（邪魔する）

• その上に、事故リスク、攻撃対象リスク、核拡散リス
ク、廃棄物処理などの問題がある

• 雇用も生まない

原発は、温暖化対策として、高すぎ、

少なすぎ、遅すぎ、リスクありすぎ、

不確実すぎ

16
→ゆえに、最低・最悪



原発再稼働や運転延長に関しても同様

のことがある程度は言える

17
https://www.lazard.com/perspective/levelized-cost-of-energy-levelized-cost-of-storage-
and-levelized-cost-of-hydrogen/

風力・太陽光の新設コスト 石炭火力、原発、天然ガスの運転コスト

陸上風力 陸上風力
（補助金有り）

メガソーラー メガソーラー
 （補助金有り）

石炭火力） 原発 天然ガス
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原発再稼働や運転延長に関しても同様の

ことがある程度は言える（続き）

出典：IEA（2020）

屋根上太陽光発電

メガソーラー 

水力新設
天然ガス火力新設

洋上風力

原子力新設

陸上風力新設

原子力稼働期間延長

陸上風力リパワリング

雇用創出数（人）

温室効果ガス　
排出削減コスト
（米ドル/t-
CO2）

水力リパワリング

稼働まで
の速さ
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https://www.iea.org/data-and-statistics/charts/job-creation-per-million-dollars-of-capital-

investment-in-power-generation-technologies-and-average-co2-abatement-costs

IEA最新データ（2022年10月）では、

メガソーラーはさらに安くなっている
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大型炉とSMRに対する日本の代表的
専門家の意見

• 田中伸夫元国際エネルギー機関（IEA）事務局長：

「大型原子炉は再エネに対して競争力持たない」（朝日

新聞2018年7月24日）

• 田中俊一前原子力規制委員会委員長：「（前略）、小

型モジュール炉であっても、求められる安全性は従来

の大型原発と同じだと指摘。経済性が成り立たないこ

とは、中小型炉が長年実用化に至っていないことから

も明らかで、「電力会社は全く見向きもしないと思う」

と述べた（後略）」（ブルーンバーグニュース2022年6月10日）

https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2022-06-10/RD4T7ZDWRGG001



原発建設には、下記のような温暖化対策や経済合理性

を越えた理由がある

Ø 利権維持

Ø 火力発電維持

Ø 核兵器転用技術ポテンシャル維持

Ø 核兵器産業維持（原子力潜水艦開発なども）

ではなぜ原発？

21



今、原発を作っているのは中国とロシア

出典：WNISR（2022）

IEAネットゼロシナリオでの原発導入量と地域
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EUタクソノミーは死んだも同然

• もともとロシアのロビイングのもと、原発を入れたい

フランスと天然ガスを入れたいドイツとの妥協の産物

• 原発反対国（オーストリア、ドイツ、ルクセンブルグ、

ポルトガル、デンマーク）の一部やNGOは欧州司法

裁判所に訴訟を予定

• 投資家も慎重

• ロシアのウクライナ侵略で、経済合理性が無いだけで

なく、政治的にも困難になった

23
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3.日本版グリーン・ニューディール
（レポート2030）
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出典：未来のための
エネルギー転換研究
グループ（2021）
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https://green-recovery-japan.org/



GR戦略における経済効果など
（GR戦略のミソ）

• 投資額：2030年までに累積約202兆円（民間約151兆
円、公的資金約51兆円）、2050年までに累積約340
兆円

• エネルギー支出削減額：2030年までに累積約358兆円
（2050年までに累積約500兆円）

• 雇用創出数：2030 年までに約2544万人年（年間約
254万人の雇用が10年間維持）

• GDP効果：2030年までに累積205兆円（政府予測
GDPに対する増加額） 

• 大気汚染による死亡の回避：2030年までにPM2.5曝露
による2920人の死亡を回避

27



GR戦略の経済合理性

28

エネルギー支出削減と対策設備投資
（2021〜2030年までの累積額） 
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GR戦略は再エネ・省エネ導入量、投資額（政府と民間）、エネル
ギー支出削減額、雇用創出数などを計14の分野別に細かく積算

出典：未来のためのエネ
ルギー転換研究グループ
（2021）
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GR戦略における雇用転換のイメージ

・第三次産業:145.1万人
うち卸売小売業:61.1万人
うちサービス業（事業者向等） : 40.1万人

・製造業:60.3万人

うち金属製品・機械44.8万人

・建設:46.9万人

・農林水産鉱山: 1.1万人
エネルギー転換

で何らかの影響
をうける雇用
（約20万人）

エネルギー転換で新たに創出される雇用
2030年まで約2544万人年（年間約254万人
の雇用が10年間維持）

同企業内の移動

配置
転換

雇用転換

日本の様々な企

業・産業からの
転職および新卒
などの新規就職

雇用転換・
雇用吸収 現時点での再エネ産業による雇用（約27

万人）

新規雇用創出の内訳（年間）

出典：未来のため
のエネルギー転換
研究グループ
（2021）



GR戦略での電力価格

30

年 発電コスト総額[兆円]  発電コスト単価[円/kWh]

シナリオ  シナリオ

GR戦略 政府エネルギー・
ミックス  GR戦略 政府エネルギー・　

ミックス

2018 16 16  16 16

2030 11 15  14 14

2040 10 14  12 14

2050 9 14  10 14

出典：未来のためのエネルギー転換研究グループ（2021）



31

GR戦略での電力需給安定性の検証

出典：未来のためのエネルギー転換研究グループ（2021）

時
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4.地域版グリーン・ニューディール



2030年50%削減 2030年64%削減 2050年

平均投資額
[億円/年]

生産誘発
[億円/年]

市内雇用
創出[人]

平均投資額
[億円/年]

生産誘発
[億円/年]

市雇用創出
[人]

平均投資額
[億円/年]

生産誘発
[億円/年]

市雇用創
出[人]

省エネ再エネ設備
投資

233 330 2937 575 815 7254 1202 1700 14988

省エネによる光熱
費削減分を他の投
資や消費に

657 945 9528 1000 1507 15192 1147 1649 16620

地元再エネ売電ま
たは自家消費の利
益分を他の投資や
消費に

29 42 345 77 111 1122 414 595 5995

光熱費削減のエネ
ルギー産業などの
負の効果

-770 -983 -1969 -1342 -1788 -4436 -2571 -2572 -6056

合計 149 334 10841 310 645 19132 192 1372 31547

横浜市産業連関表ツールによる。
https://www.city.yokohama.lg.jp/business/kigyoshien/tokei-chosa/rennkannhyou.html
光熱費単価は価格高騰前。
2015年度の産業構造であることに注意。雇用者数は実際にはこれだけの精度はない。

33

横浜市の脱炭素対策による経済効果



光熱費削減額と設備投資額の比較

• 光熱費の多くは域外流出

• 光熱費削減分は、設備投資分(多く

は投資回収可能)を差し引いた残り

は横浜市の企業や家庭の利益

• 貯蓄などに回る分を除き、投資や消

費に回すことができる

• また、地域の再エネを購入すれば支

払先も地域へ

34



雇用が増える業種(2030年度)

業種分類 従業者数 備考

産業部門 建設業 1700人 断熱建築物の建築および太陽光・太陽熱設備の設置

製造業 機械製造業 200人 省エネ機器製造(市内分)

その他 金属製品製造業など 80人

業務部門 卸小売業 14000人 省エネ機器の販売、省エネ車・電気自動車の販売

サービス業 対事業所サービス 2400人 工場やオフィス・商業施設・宿泊施設・病院・福祉施
設・公共施設などの省エネ設備設置、再エネ設備設置な
ど。

その他 1200人

運輸 運輸業 50人

雇用が増える産業計 20000人

※四捨五入のため合計があわない。雇用が減る業種は次を参照。
横浜市産業連関表に、省エネ再エネ設備投資額、光熱費削減額、再エネ売電または自家消費による光熱費削減額を代入し横浜市内の経済
波及効果・従業者増減を試算した。光熱費削減などは消費性向（貯蓄に回る分などを削除）を考慮している。
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ネットでは大きな雇用創出

36

増加分合計 +20000人

減少分合計 -840人

合計 +19100人

2030年度



37

5.まとめ
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無駄にするお金や時間はない！

• 政府の2030年46%削減目標（13年比）は1.5度目

標に整合性なく、それさえ目標達成を政府はほぼ放棄

• ゆえに、早急なエネルギー転換および温室効果ガス排

出削減が必要

• 原発への投資は他の発電技術エネルギーへの投資と比

較して排出削減量は小さくて、かつ排出削減は10数年

後なので非合理的。ゆえに最悪の選択

• さらに、原発特有のリスクがあり、雇用も生まないの

で、最低・最悪

• 原発を選択する理由は誤解、利権、火力維持、核兵器

転用ポテンシャル維持など
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より良い代替案はあるけど特効薬はない

• 原発・化石燃料の代替案（再エネ・省エネ）の方が電

気代が低下し、電力不足にもならない。GDP低下もな

く、逆に雇用は全体的には増加（特に地方で増加）

• しかし、レポート2030にある代替案（13年比60数%）

でも1.5度目標とは整合しない

• 基本的に、エネルギー転換や気候変動対策に特効薬は

なく、すべての分野で再エネ・省エネ導入を進めるた

めの政策を地道に策定・導入し、阻害するような政策

を阻止・廃止していく必要がある（抵抗勢力は強い）
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勝手に決めてしまうGX実行会議と対抗
するために

• とにかく原発は気候変動対策としても経済政策として
もデメリットしかなく、逆に気候変動対策を邪魔する
存在であることを繰り返し強調すべき

• 再エネ・省エネを導入することは、年間35兆円の化石
燃料輸入額を国内で回すこと

• 現在、日本では多くの新電力がつぶれて、再エネ市場
が縮小し、電力自由化も不十分で、逆に寡占状態が進
んでいることも国民に伝えるべき

• 屋根置き太陽光、ソーラーシェアリングの意義や可能
性をもっと広めることも必要



縦型パネルのソーラーシェアリング

41出典：株式会社Ryoengのプレスリリースより
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勝手に決めてしまうGX実行会議と対抗
するために（続き）

• 政府による「お金の使い方」をもっと批判すべき

• 労働組合との雇用転換に関する議論ができてない

• 研究としては、

Ø 発電コストの再計算

Ø 原発・エネルギーに対する政府補助金の分析

Ø 地方版グリーンニューディールの設計

• 個人的には、「未来世代法」の立法化も課題
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